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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第63期

第１四半期連結累計

（会計）期間

第64期

第１四半期連結累計

(会計)期間

第63期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日

至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

売上高 （百万円） 25,271 14,235 111,405

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 2,598 △2,192 103

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△）

（百万円） 1,122 △2,794 △7,092

純資産額 （百万円） 156,240 140,783 143,814

総資産額 （百万円） 215,587 178,773 180,875

１株当たり純資産額 （円） 2,310.32 2,106.74 2,152.08

１株当たり四半期純利益又は
四半期（当期）純損失（△）

（円） 16.59 △41.81 △105.43

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.5 78.7 79.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △444 △889 △5,229

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 143 △568 △2,584

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,019 1,735 △704

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 41,565 32,344 31,897

従業員数 （名） 2,567 2,495 2,471

(注) １　売上高には消費税等を含んでおりません。

２　第63期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

３　第64期第１四半期連結累計（会計）期間及び第63期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益につ

いては１株当たり四半期（当期）純損失であるため、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 2,495

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

　

(2)　提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 1,509

(注)　従業員数は就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　

　生産高(百万円) 前年同期比(％)

印刷機械製造及び販売部門 6,213 △76.3

修理加工及び中古製品販売部門 3,516 △20.6

合計 9,730 △68.2

(注) １　金額は平均販売価格で表示しております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

　当第１四半期連結会計期間における受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　

　受注高(百万円) 前年同期比(％)　受注残高(百万円)前年同期比(％)

印刷機械製造及び販売部門 13,465 △53.3 34,904 △47.6

修理加工及び中古製品販売部門 3,568 △15.2 1,357 +12.5

合計 17,033 △48.5 36,262 △46.5

(注) １　受注残高には、見込み受注分は含まれておりません。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

　

　販売高(百万円) 前年同期比(％)

印刷機械製造及び販売部門 10,642 △49.6

修理加工及び中古製品販売部門 3,592 △13.3

合計 14,235 △43.7

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売高については総販売高の100分の10以上の相手先がないため記載を省略しております。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に異常な変動

等はなく、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」に重要な変動はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　　　該当事項はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1)　経営成績の分析

　当第１四半期連結会計期間の売上高は、前年同期比43.7％減少の14,235百万円となりました。地域別連結

売上高の概況は次の通りであります。

　

地域別連結売上高の概況

（単位：百万円）

前第１四半期

連結会計期間

(20.4.1～20.6.30)

当第１四半期

連結会計期間

(21.4.1～21.6.30)

増減率（％）

売上高 25,271 14,235 △43.7％

内訳

国内 6,549 4,524 △30.9％

米州 3,893 2,752 △29.3％

欧州 7,502 3,400 △54.7％

アジア 6,036 2,762 △54.2％

その他地域 1,290 794 △38.5％

　

　世界同時不況による景気の低迷が継続し、世界的に印刷市場全体が縮小しました。

　

　国内においても、印刷需要の減少と、先行き不透明さにより、印刷産業では設備投資計画の延期が目立ち

ました。このような状況下で、当社製品・サービスの受注と売上高は、ともに前年同期比で減少しました。

売上高は、前年同期比30.9％減少の4,524百万円となりました。

　

　米州のうち、米国では、景気停滞と金融収縮による貸し渋りが継続し、印刷産業は設備投資にはきわめて

慎重でした。このような状況下で、売上高は前年同期比17.7％減少の2,300百万円となりました。中南米で

も、現地通貨の大幅下落とファイナンス審査の厳格化・長期化により印刷産業の設備投資は低調で、受注

・売上ともに前年同期比で大きく減少しました。売上高は前年同期比58.9％減の451百万円となりました。

米州全体としては、売上高は前年同期比29.3％減少の2,752百万円となりました。

　

　欧州のうち、成熟市場の西欧先進地域では、世界的景気後退の影響で、印刷産業の設備投資意欲は低調に

推移しました。一方これまで成長市場であった中・東欧及び周辺地域では、金融危機による通貨下落と信

用収縮のため、設備投資のファイナンスが困難な状態でした。その結果売上高は、西欧諸国と中・東欧諸国

の双方において前年同期を下回り、全体では前年同期比54.7％減少の3,400百万円となりました。

　

　アジアのうち、中華圏では、中国政府の景気振興策を背景として、５月に北京で開催された

CHINA PRINT2009で活発な商談が多数あり、目標を上回る受注が得られました。その一方、韓国・アセアン

・インドなどその他のアジア地域では、世界経済減速、金融収縮及び通貨下落の影響を大きく受けた状態

が継続し、受注・売上ともに前年同期を大きく下回りました。その結果アジア全体では、売上高は前年同期

比54.2％減少の2,762百万円となりました。

　

　その他地域では、オセアニア・中近東の両地域ともに、印刷産業の設備投資は低迷し、売上高は前年同期
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比38.5％減少の794百万円となりました。

　

　一方費用面では、当社グループとしてLAWプロジェクト（緊急対策）による多方面にわたる費用削減に取

組んでおりますが、予想を上回る大幅な生産調整にともなう製造固定費率のアップや為替の円高基調の継

続等により、売上原価率は前年同期比14.6％悪化しました。また、販売費及び一般管理費の削減にも鋭意取

組んでおりますが、売上高の大幅な減少による売上総利益の減少をカバーすることは出来ませんでした。

　

　その結果、当第１四半期の営業損益については、前第１四半期が387百万円の営業利益であったのに比べ、

当第１四半期は2,570百万円の営業損失となりました。営業外損益では、前第１四半期に計上された1,986

百万円の為替差益が、当第１四半期は249百万円の差益にとどまりましたので、当第１四半期の経常損失は

2,192百万円となりました。四半期純損益については、前第１四半期が1,122百万円の純利益であったのに

比べ、当第１四半期は2,794百万円の純損失となりました。

　

　なお、当社グループの事業は印刷機械の製造、販売並びに修理加工等を行なっており、単一のセグメント

に基づいておりますので、事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　所在地別セグメントの日本には、日本の国内売上と日本から海外の代理店地域への直接売上が計上され

ております。同代理店地域には、香港・台湾を除くアジア（中国本土、アセアン、インド等）と中南米等が

含まれております。上記記載のそれぞれの地域での業績を反映した結果、所在地別セグメントの日本の売

上高は10,743百万円（前年同期比57.9％減）となり、営業損失は2,104百万円（前年同期は2,503百万円の

営業利益）となりました。

②米州

　所在地別セグメントの米州には、米国の販売子会社の売上が計上されております。地域別売上高の概況で

述べました米国の状況の結果、売上高は2,220百万円（前年同期比17.6％減）となり、営業損失は507百万

円（前年同期は358百万円の営業損失）となりました。

③欧州

　所在地別セグメントの欧州には、欧州の販売子会社及び生産子会社の売上が計上されております。地域別

売上高の概況で述べました欧州の状況の結果、売上高は4,322百万円（前年同期比50.5％減）となり、営業

損失は523百万円（前年同期は337百万円の営業損失）となりました。

④その他地域

　所在地別セグメントのその他地域には、香港、台湾及びオーストラリアの販売子会社の売上が計上されて

おります。地域別売上高の概況で述べましたアジアとその他地域の状況の結果、合計としての売上高は884

百万円（前年同期比63.3％減）となりましたが、香港の子会社の売上総利益率が前年同期に比べ良化した

ため、営業利益は前年同期に比べ56百万円増加し23百万円（前年同期は33百万円の営業損失）となりまし

た。

　

(2)　財政状態の分析

（総資産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末に比べ2,101百万円減少（1.2％減）し

178,773百万円となりました。資産の主な減少要因は、売上減少に伴う受取手形及び売掛金の減少5,727百
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万円、生産調整に伴う棚卸資産の減少1,359百万円等であり、主な増加要因は、つくば第三期工事等の建設

仮勘定の増加3,053百万円、株式市況回復による投資有価証券の増加1,609百万円等です。

（負債及び純資産）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は前連結会計年度末に比べ928百万円増加（2.5％増）し

37,989百万円となりました。負債の主な増加要因は、流動負債のその他に含まれる未払金・未払費用の増

加3,782百万円、長・短期借入金の増加3,325百万円等であり、主な減少要因は、支払手形及び買掛金の減少

5,498百万円、賞与引当金の減少584百万円等です。

　純資産は前連結会計年度末に比べ3,030百万円減少（2.1％減）し、140,783百万円となりました。純資産

の減少要因は利益剰余金の減少4,130百万円であり、主な増加要因はその他有価証券評価差額金の増加

1,022百万円等です。

（自己資本比率）

　当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は、前連結会計年度末の79.5％から0.8ポイント減少

し78.7％となりました。

（１株当たり純資産額）

　当第１四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は前連結会計年度末の2,152.08円から

2,106.74円（45.34円の減少）となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期比で444百万円減少し、889百万円の資金減少となりまし

た。資金増加の主な内訳は、売上債権の減少額5,546百万円、棚卸資産の減少額1,363百万円等であり、資金

減少の主な内訳は税金等調整前四半期純損失2,929百万円、仕入債務の減少額5,386百万円等であります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期が143百万円の資金増加であったものが712百万円減少

し、568百万円の資金減少となりました。主な資金減少は、有形及び無形固定資産の取得による支出555百万

円であります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期が1,019百万円の資金減少であったものが2,755百万円

増加し、1,735百万円の資金増加となりました。資金増加の主な内訳は、短期借入金の純増額1,189百万円、

長期借入れによる収入1,942百万円等であり、主な資金減少は、配当金の支払額1,336百万円であります。

　以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ447

百万円増加し、32,344百万円となりました。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　世界同時不況が企業収益等に深刻な影響を及ぼしており、当社グループはこうした事態を打開するため、

収益改善に向けた緊急対策を迅速かつ強力に実施しておりますが、当社を取り巻く経営環境の悪化は長期

化が懸念されます。そのため、現在取組んでおります「LAWプロジェクト」の追加措置として、さらに一段

踏み込んだ固定費削減策を講じることとし、次年度以降の業績のより確実な回復を期して、希望退職者の

募集を平成21年６月29日開催の取締役会において決議しました。

　募集人数は当社及び国内子会社の従業員200名程度、募集期間は平成21年７月17日から平成21年７月31日

まで、退職日は平成21年８月15日とし、優遇措置として、所定の退職金に特別加算金を上乗せ支給、希望者

に対して再就職支援会社を通じた再就職支援を行なうことといたしました。

　なお、当四半期報告書には、現在の損失見込み額を「事業構造改善引当金繰入額」として674百万円計上

しております。

　

当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次の通りであります。

　

　１．基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値のさまざまな源泉、

当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を

中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。

　上場会社である当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が原則であり、当社の財務及び事業

の方針の決定を支配する者の在り方についても、当社株式の自由な取引により決定されることを基本とし

ております。従いまして、当社株式の大規模な買付行為等についても一概に否定するものではなく、買付提

案に応じるか否かの判断は、株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

　しかしながら、近年わが国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大

規模買付提案またはこれに類似する行為を強行する動きが現れ始めております。これら株式の大規模な買

付提案の中には、あきらかに濫用目的によるものや、株主に株式の売却を事実上強要するおそれのあるも

の等、企業価値・株主共同の利益を毀損する重大なおそれをもたらす者も想定されます。

　このような買付提案を行う者は、当社財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると判

断します。

　

　２．基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社は、大正12年の創業以来、印刷機械システムの専業メーカーとして、品質と信頼を至上とするものづ

くりの原点にこだわり、世界各国へ高品質・高性能の印刷機械システムを提供しております。

　当社の経営理念は、『顧客感動企業』の実現を目指すことです。『顧客感動企業』とは、「顧客感動創造

活動」を通じて、

① 世界中のお客様に感動していただける商品とサービスを提供し続けることにより、社会文化の発展

に寄与する。

② 環境の保全と企業倫理を重視し、人間性を尊重した企業を目指す。

③ ＫＯＭＯＲＩで働く私たち全員が能力を発揮し、やりがいのある組織活動を通じて、成長し続ける

元気のある企業を目指す。

の三項目を実現することです。
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　このため、当社は、平成15年10月から「第Ⅰ期中期経営計画」をスタートさせ、「収益力の向上」と「財

務体質の強化」を主軸に全力で取り組んでまいりました。これらの一環として「世界一の印刷機械生産体

制の構築」を目的に建設した「つくばプラント」が平成17年12月より本格稼動いたしました。これによ

り、受注増に合わせた増産対応を可能とするとともに、卓越した製品の提供、納期への一層柔軟な対応が可

能となりました。「第Ⅰ期中期経営計画」の成果と課題を踏まえて平成18年４月から「第Ⅱ期中期経営計

画」をキックオフしております。本中期経営計画においては、更なる飛躍のための基本戦略として①卓越

した製品とサービスの創造と提供、②グローバル企業としての人材育成とマネージメントシステムの構

築、③収益基盤の確立と財務体質の強化を掲げております。これにより世界に通じるブランド力を構築し、

将来に向けた当社の企業価値向上を図ってまいります。

　また、当社は長期的展望に立ち、経営基盤の充実と将来の事業拡大のための内部留保の確保を念頭におき

ながら、株主の皆様に対し、安定した利益還元を継続的に行うことを最重要課題の一つと認識しておりま

す。この方針のもと、配当は当期純利益（連結）の30％の配当性向を目指して努力していきたいと考えて

おります。また自己株式の取得についても株主価値向上を通じた株主還元として、適宜実施したいと考え

ております。

　当社は今後もオフセット印刷機械のリーディングカンパニーとして『顧客感動企業』の実現を目指し、

ブランド力の向上と企業価値・株主共同の利益向上に向け経営陣・社員一丸となって取り組んでまいり

ます。

　

　３．基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

　当社は、平成19年４月23日開催の取締役会において「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策」

（以下、「本プラン」といいます。）の導入を決議し、平成19年６月26日開催の第61回定時株主総会におけ

る承認をもって、同日本プランは発効いたしました。

　本プランは、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適切な判断をするた

めに、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定のルール（以下、「大規模買付ルール」とい

います。）に従って行われることが企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考えます。従い、基本方

針に照らして不適切な者によって大規模買付行為がなされた場合、対抗措置を取ることにより大規模買付

行為に対抗する場合があります。

　この対抗措置の発動に先立ち、取締役会は独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、独立

委員会は当社の企業価値・株主共同の利益向上の観点から当社取締役会に対し対抗措置を発動すること

についての勧告を行います。独立委員会の委員は３名で、公正で中立的な判断を可能とするため、当社の業

務執行を行う経営陣から独立している社外監査役２名、社外有識者１名で構成されています。

　本プランの対象となる当社株券等の買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを

目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当

社株券等の買付行為をいいます。　

　大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為または大規模買付行為の提案

に先立ち、当社の定める書式による意向表明書を当社取締役会に提出していただきます。当社取締役会は、

意向表明書を受領した日から10営業日以内に、大規模買付者に対して、大規模買付行為に関する情報とし

て当社取締役会への提出を求める事項について記載した書面を交付し、大規模買付者には、当該書面に従

い、大規模買付行為に関する情報（以下「評価必要情報」といいます。）を当社取締役会が適切と判断す

る期限までに当社取締役会に書面にて提出していただきます。

　当社取締役会は、大規模買付行為を評価・検討するための必要十分な評価必要情報が大規模買付者から

提出されたと判断した場合には、その旨の通知を大規模買付者に発送するとともに、その旨を開示いたし
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ます。

　大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対

であったとしても、当該買付提案について反対意見を表明したり、代替案を提示するに留め、原則として当

該大規模買付行為に対する対抗措置は取りません。但し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著し

く損なうと判断される場合には、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置の

発動を決定することができるものとします。

　一方、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわら

ず、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、対抗措置を取ることにより大規模買付行

為に対抗する場合があります。

　本プランの有効期限は、平成22年６月30日までに開催される当社第64回定時株主総会の終結の時までで

すが、①当社株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、または、②当社取締役会によ

り本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、その時点で本プランは廃止されるものとします。

　

　４．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　① 買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保ま

たは向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の

原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足しています。

　② 株主共同の利益を損なうものではないこと

　本プランは、当社株券等に対する買付け等がなされた際に、当該買付に応じるべきか否かを株主の皆様が

判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様の

ために買付者等と交渉を行う等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保

し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

　③ 株主意思を反映するものであること

　当社は平成19年６月26日に開催した当社定時株主総会において、本プランに関する株主の皆様のご意思

をご確認させていただくため、本プランについて議案としてお諮りし原案通り承認決議いただきましたの

で、株主の皆様のご意向が反映されたものとなっております。　　　

　④ 独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

　本プランにおける対抗措置の発動は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している委員で構成される

独立委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重するものとされており、当社の企業価値ひいては株主

共同の利益に適うように本プランの透明な運用を担保するための手続も確保されております。

　

(5)　研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は963百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 295,500,000

計 295,500,000

　

②　【発行済株式】

　

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成21年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成21年８月７日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 68,292,340 68,292,340

東京証券取引所
（市場第一部）
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株

計 68,292,340 68,292,340－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

 

(百万円)

資本金残高

 

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

 
平成21年６月30日
 

― 68,292,340 ― 37,714 ― 37,797
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(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　

　

(6) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日である平成21年３月31日現在での株主名簿により

記載しております。

①　【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － ―

議決権制限株式（自己株
式等）

－ － ―

議決権制限株式（その
他）

－ － ―

完全議決権株式（自己株
式等）

（自己保有株式）
－ ―

　普通株式 1,466,600

完全議決権株式（その
他）

　普通株式 66,775,700 667,757 ―

単元未満株式 　普通株式 50,040 － ―

発行済株式総数 68,292,340－ ―

総株主の議決権 － 667,757 ―

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式84株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱小森コーポレーション

東京都墨田区吾妻橋
３丁目11番１号

1,466,600 ― 1,466,6002.15

計 ― 1,466,600 ― 1,466,6002.15

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高(円) 989 1,147 1,258

最低(円) 811 902 1,092

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受

けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期
連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 32,850 31,967

受取手形及び売掛金 27,997 33,725

有価証券 1,959 1,338

商品及び製品 29,012 30,162

仕掛品 8,110 8,345

原材料及び貯蔵品 7,537 7,511

その他 9,570 9,360

貸倒引当金 △629 △604

流動資産合計 116,410 121,807

固定資産

有形固定資産 ※１
 38,593

※１
 35,908

無形固定資産 1,344 1,254

投資その他の資産 ※３
 22,424

※３
 21,904

固定資産合計 62,363 59,067

資産合計 178,773 180,875

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,281 15,779

短期借入金 5,222 3,822

未払法人税等 215 429

債務保証損失引当金 1,829 2,261

その他の引当金 2,110 2,251

その他 14,297 10,957

流動負債合計 33,956 35,501

固定負債

長期借入金 1,925 －

引当金 845 822

その他 1,261 736

固定負債合計 4,032 1,559

負債合計 37,989 37,060

純資産の部

株主資本

資本金 37,714 37,714

資本剰余金 37,797 37,797

利益剰余金 67,655 71,785

自己株式 △2,445 △2,444

株主資本合計 140,722 144,852

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,222 199

為替換算調整勘定 △1,160 △1,238

評価・換算差額等合計 61 △1,038

純資産合計 140,783 143,814

負債純資産合計 178,773 180,875
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 25,271 14,235

売上原価 16,226 11,224

割賦販売未実現利益戻入額 15 15

割賦販売未実現利益繰入額 － 33

売上総利益 9,060 2,992

販売費及び一般管理費 ※１
 8,673

※１
 5,562

営業利益又は営業損失（△） 387 △2,570

営業外収益

受取利息 85 15

受取配当金 140 93

為替差益 1,986 249

その他 123 252

営業外収益合計 2,336 611

営業外費用

支払利息 11 42

訴訟和解金 － 116

手形売却損 42 19

通貨スワップ損失 35 33

その他 34 20

営業外費用合計 124 233

経常利益又は経常損失（△） 2,598 △2,192

特別利益

固定資産売却益 4 1

特別利益合計 4 1

特別損失

固定資産売却損 － 6

固定資産除却損 9 0

投資有価証券評価損 48 32

事業構造改善引当金繰入額 － ※２
 674

事業構造改善費用 － 24

特別損失合計 57 738

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

2,544 △2,929

法人税、住民税及び事業税 2,710 104

法人税等調整額 △1,288 △239

法人税等合計 1,422 △135

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,122 △2,794
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

2,544 △2,929

減価償却費 709 603

貸倒引当金の増減額（△は減少） 82 58

賞与引当金の増減額（△は減少） △777 △584

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9 40

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △45 10

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） － 586

受取利息及び受取配当金 △225 △109

支払利息 11 42

為替差損益（△は益） △2,248 △71

投資有価証券売却損益（△は益） △1 5

売上債権の増減額（△は増加） 10,964 5,546

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,984 1,363

仕入債務の増減額（△は減少） 272 △5,386

その他 259 100

小計 2,551 △724

利息及び配当金の受取額 232 110

利息の支払額 △11 △47

法人税等の支払額 △3,216 △228

営業活動によるキャッシュ・フロー △444 △889

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △204 △331

定期預金の払戻による収入 265 284

有形及び無形固定資産の取得による支出 △186 △555

有形及び無形固定資産の売却による収入 12 6

有価証券の償還による収入 300 3

投資有価証券の取得による支出 △114 △4

投資有価証券の売却による収入 17 14

貸付金の回収による収入 24 23

その他の支出 △127 △139

その他の収入 156 128

投資活動によるキャッシュ・フロー 143 △568

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 517 1,189

長期借入れによる収入 － 1,942

長期借入金の返済による支出 △122 △0

リース債務の返済による支出 △61 △59

自己株式の純増減額（△は増加） △0 △0

配当金の支払額 △1,352 △1,336

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,019 1,735

現金及び現金同等物に係る換算差額 786 169

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △534 447

現金及び現金同等物の期首残高 42,100 31,897

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 41,565

※１
 32,344
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

（1）一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

（2）棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

 

（3）固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

 

（4）経過勘定項目の算定方法

　固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額

で計上する方法によっております。

 

（5）法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方

法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっております。

 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 40,715百万円

 

※１　固定資産の減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 40,647百万円

 

 

２　偶発債務

 

２　偶発債務

　保証債務

取引先機械購入資金借入・リー
ス債務他

　㈱共立印刷
他国内顧客223件

9,523百万円

　レオンスデュプレ社
他海外顧客292件

4,654百万円

　計 14,178百万円

(上記のうち外貨による保証債務)

37,339千米ドル　(3,584百万円)

4,671千ユーロ　　(633百万円)

120千英ポンド　 (19百万円)

3,549千加ドル　　(294百万円)

 

　保証債務

取引先機械購入資金借入・リー
ス債務他

　共立印刷㈱
他国内顧客231件

10,138百万円

　レオンスデュプレ社
他海外顧客482件

4,911百万円

　計 15,050百万円

(上記のうち外貨による保証債務)

37,902千米ドル　(3,723百万円)

6,404千ユーロ　　(831百万円)

120千英ポンド　 (16百万円)

3,723千加ドル　　(290百万円)

 

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　　　　　　　　813百万円

※３　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産　　　　　　　　　763百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

従業員給料賃金手当 1,620百万円

販売出荷費 1,281百万円

製品保証引当金繰入額 159百万円

賞与引当金繰入額 12百万円

役員退職慰労引当金繰入額 82百万円

役員賞与引当金繰入額 15百万円

貸倒引当金繰入額 53百万円

債務保証損失引当金繰入額 158百万円

減価償却費 139百万円

研究開発費 1,542百万円

 

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。

　従業員給料賃金手当 1,313百万円

　販売出荷費 706百万円

　製品保証引当金繰入額 110百万円

　賞与引当金繰入額 101百万円

　債務保証損失引当金繰入額 153百万円

　減価償却費 122百万円

　研究開発費 963百万円

 

――――― ※２　事業構造改善引当金繰入額

　当社及び国内連結子会社の希望退職者の募集によ
り、今後発生が見込まれる損失（特別加算金及び再就
職支援等）に備えるため、損失見込み額を674百万円
計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日現在)

※１現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金勘定 41,762百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金　

△1,607百万円

有価証券勘定（譲渡性預金） 1,410百万円

現金及び現金同等物 41,565百万円

　

現金及び預金勘定 32,850百万円

預入期間が３ヶ月を超える定
期預金　

△2,436百万円

有価証券勘定（譲渡性預金） 1,930百万円

現金及び現金同等物 32,344百万円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　

至　平成21年６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期

連結会計期間末

　普通株式 （株） 68,292,340

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期

連結会計期間末

　普通株式 （株） 1,466,867

　

３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成21年６月23日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,336 20平成21年３月31日平成21年６月24日

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

当社グループの事業は印刷機械の製造、販売並びに修理加工等を行なっており、単一のセグメントに基づ

いております。このため事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

当社グループの事業は印刷機械の製造、販売並びに修理加工等を行なっており、単一のセグメントに基づ

いております。このため事業の種類別セグメント情報は開示しておりません。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　

日本

(百万円)

米州

(百万円)

欧州

(百万円)

その他地域

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に対する
売上高

11,5622,6738,6292,40625,271 － 25,271

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

13,946 21 95 5 14,069（14,069） －

計 25,5082,6958,7242,41139,340（14,069）25,271

営業利益又は
営業損失（△）

2,503△358 △337 △33 1,774（1,387） 387

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域　　　　　 米州：アメリカ合衆国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他地域：香港・台湾・オーストラリア

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

日本

(百万円)

米州

(百万円)

欧州

(百万円)

その他地域

(百万円)

計

(百万円)

消去又は

全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高

(1)外部顧客に対する
売上高

6,9982,2084,158 869 14,235 － 14,235

(2)セグメント間の内
部売上高又は振替
高

3,744 11 163 15 3,935（3,935） －

計 10,7432,2204,322 884 18,170（3,935） 14,235

営業利益又は
営業損失（△）

△2,104△507 △523 23 △3,112 541 △2,570

(注) １　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域　　　　　 米州：アメリカ合衆国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 その他地域：香港・台湾・オーストラリア
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　

米州 欧州 アジア その他地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万
円）

3,893 7,502 6,036 1,290 18,721

Ⅱ　連結売上高（百万
円）

－ － － － 25,271

Ⅲ　連結売上高に占め
る海外売上高の割
合（％）

15.4 29.7 23.9 5.1 74.1

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域　　　　　 米州：アメリカ合衆国・カナダ・ブラジル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 アジア：中国・香港・台湾

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

　

米州 欧州 アジア その他地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万
円）

2,752 3,400 2,762 794 9,710

Ⅱ　連結売上高（百万
円）

－ － － － 14,235

Ⅲ　連結売上高に占め
る海外売上高の割
合（％）

19.3 23.9 19.4 5.6 68.2

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

①　国又は地域の区分の方法 ……………………地理的近接度によっております。

②　各区分に属する主な国又は地域　　　　　 米州：アメリカ合衆国・カナダ・ブラジル

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 欧州：オランダ・イギリス・フランス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 アジア：中国・香港・台湾

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

　

2,106.74円

　

　

2,152.08円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

当第１四半期連結会計期間末

(平成21年６月30日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 140,783 143,814

普通株式に係る純資産額（百万円） 140,783 143,814

普通株式の発行済株式数（千株） 68,292 68,292

普通株式の自己株式数（千株） 1,466 1,466

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（千株）

66,825 66,825

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

 

１株当たり四半期純利益 16.59円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 －

 

１株当たり四半期純損失（△） △41.81円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益　　 －

(注)　１.前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

２.当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については１株当たり四半期純損失で

あるため、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３.１株当たり四半期純利益又は四半期純損失の算定上の基礎

前第１四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日

　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 1,122 △2,794

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）（百万円）

1,122 △2,794

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 67,627 66,825
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月７日

株式会社小森コーポレーション

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小沢　直靖

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大橋　佳之

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社小森コーポレーションの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結

累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小森コーポレーション及び連結子会

社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月７日

株式会社小森コーポレーション

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小沢　直靖

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社小森コーポレーションの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結

会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日

から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計

算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社小森コーポレーション及び連結子会

社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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